
山形市工事関連業務委託における共同設計方式実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、この市が発注する工事及び営繕に係る調査、測量、設計及び監理等

並びにこれらに準ずるもの（工事関連業務をいう。以下「業務」という。）の委託におい

て、より品質に優れた業務の実現及び地元企業の技術力の向上を図るため、地域の特性

に精通する地元企業及び高度な専門的技術を有する企業が１つの組織体（以下「設計共

同体」という。）を形成し、各々の優れた技術力を結集し、双方が対等の立場で共同して

業務を履行するための措置（以下「共同設計方式」という。）を実施することに関し、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）、

山形市契約規則（昭和３９年山形市規則第１８号。以下「規則」という。）及び山形市工

事指名競争入札参加者審査委員会規程（昭和４３年山形市訓令第７号）に定めるものの

ほか、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（対象業務の選定） 

第２条 共同設計方式の対象となる業務（以下「業務案件」という。）は、業務の内容、規

模及び難易度に照らし、共同設計方式の目的に合致すると認められる業務とし、山形市

工事指名競争入札参加者審査委員会規程に基づく山形市工事指名競争入札参加者審査委

員会（以下「指名審査会」という。）において選定する。 

 

（設計共同体の構成） 

第３条 設計共同体は、次の各号に掲げる要件を満たす者が自主的に結成するものとする。 

 ⑴ 規則第２５条第２項に規定する競争入札参加資格者名簿に登載されていること。 

⑵ 業務案件ごとに指名審査会において定める要件 

２ 設計共同体を構成する者（以下「構成員」という。）の数は、２者又は３者とする。 

３ 構成員のうち１者以上は、この市の行政区域内に本店を有する者であることとする。 

４ 同一の業務案件において、１構成員が、２以上の設計共同体の構成員となることはで

きない。 

５ 設計共同体の代表者たる構成員（以下「代表者」という。）は、業務遂行能力、業務量、

出資比率等にかかわらず、構成員間において決定するものとする。 

 

（設計共同体協定書） 

第４条 構成員は、設計共同体の運営形態等を明確にするため、設計共同体協定書（別記

様式第１号。以下「協定書」という。）を作成し、各構成員が 1 通ずつ保有するものと

する。 

 

（構成員の業務分担等） 

第５条 構成員は、市が設計図書（特記仕様書）で示す分担業務（各構成員が有する地域

特性への精通及び高度な専門技術等の優れた技術力を発揮し、分担して履行する業務を

いう。以下同じ。）及び協力業務（計画準備、とりまとめ等の不可分な業務又は技術交流

の観点から複数の構成員で協力して履行する業務をいう。以下同じ。）の基本的な考え方

をもとに、分担業務及び協力業務の具体的な業務名及び担当する構成員を協定書に明記



するものとする。ただし、各々の技術力を結集して業務を履行するという共同設計方式

の目的に鑑み、必要以上に業務を細分化しないこととする。 

２ 業務委託料の総額に対する、各構成員が担当する分担業務及び協力業務の価額（以下

「業務額」という。）の割合については、技術者を適正に配置し得る業務規模を確保する

ため、全ての構成員についてそれぞれ２割を下回らないこととする。この場合において、

各構成員の業務額については、次条に規定する運営委員会において定め、落札決定後、

契約を締結するまでの間に、「設計共同体協定書第８条第２項に基づく業務額について」

（別記様式第２号）を作成し、各構成員が１通ずつ保有するとともに、代表者は、当該

「設計共同体協定書第８条第２項に基づく業務額について」１通を市長に提出するもの

とする。 

 

（運営委員会） 

第６条 設計共同体は、構成員全員をもって組織する運営委員会を設け、業務を履行する

ものとし、発注者の求めるところにより履行状況を報告するものとする。 

 

（入札の方法） 

第７条 業務案件に係る入札は、条件付き一般競争入札によるものとし、その手続等につ

いては、この要綱に定めるもののほか、山形市条件付き一般競争入札実施要綱（平成８

年４月１日施行）に定めるところによるものとする。 

２ 前項の入札に参加しようとする設計共同体は、規則第１９条第１項に規定する一般競

争入札参加資格確認申請書類のほか、規則第１８条に規定する入札公告及び入札説明書

（以下「入札公告等」という。）に示すところにより次の各号に掲げる書類を提出するも

のとする。 

 ⑴ 協定書 

 ⑵ 委任状（別記様式第３号） 

 ⑶ 構成員それぞれの業務実績を確認するために必要な書類 

 ⑷ 配置を予定している技術者の有する資格及び業務実績を確認するために必要な書類 

３ 電子入札システム（規則第１７条第３号に規定する電子入札システムをいう。以下同

じ。）により入札を行う案件にあっては、設計共同体は、規則第１９条第２項に規定する

一般競争入札参加資格確認申請のほか、電子入札システムによる諸手続について、代表

者の電子証明書を使用して設計共同体名で行うものとする。 

 

（技術者の配置） 

第８条 各構成員は、業務を履行するに当たり、設計図書（特記仕様書）及び入札公告等

に示す要件を満たす技術者を配置しなければならない。 

 

（代表者の機能） 

第９条 市は、業務の監督、委託料の支払その他の契約に係る全ての行為について、設計

共同体の代表者を相手方として行うものとする。 

２ 設計共同体の構成員（代表者を除く。）は、市に対して行う委託料の請求その他の契約

に係る全ての行為を、当該設計共同体の代表者に委任するものとする。 

 



（委託契約書） 

第１０条 設計共同体と締結する業務の委託（以下「委託業務」という。）に係る契約書は、

次の各号に掲げる事項によるほか、市が単体の企業と締結する委託業務に係る契約書に

記載する事項の例による。 

⑴ 受注者の所在地、名称等の表示 

  受注者 所 在 地 （代表者である企業の住所） 

商号又は名称 ○○・○○設計共同体 

      氏    名 （代表者である企業名） 

             （代表者である企業の代表者職氏名） 印 

 ⑵ 設計共同体の構成員 

  構成員 所 在 地 （代表者である企業の住所） 

  代表者 商号又は名称 （代表者である企業の名称） 

      代 表 者 名 （代表者である企業の代表者職氏名） 印 

  構成員 所 在 地 （構成員である企業の住所） 

         商号又は名称 （構成員である企業の名称） 

      代 表 者 名 （構成員である企業の代表者職氏名） 印 

 ⑶ 設計共同体に関する特約条項 

  （設計共同体協定書） 

１ 設計共同体の代表者及び構成員は、委託する業務について、別紙○○業務設計共

同体協定書により共同連帯してこれを履行するものとする。 

（受注者に対する通知） 

２ 発注者は、委託する業務の監督、委託料の支払等この契約に基づく行為について

は、全て代表者を相手方とし、代表者へ通知した事項は、他の構成員にも通知した

ものとみなす。 

 

（存続期間） 

第１１条 委託業務の契約の相手方となった設計共同体の存続期間は、原則として、当該

契約の履行完了後３月を経過する日までとし、市が必要と認める場合は、当該契約の履

行完了後１２月を経過する日まで延長することができるものとする。ただし、存続期間 

満了後において当該委託業務について契約不適合があったことが判明した場合は、各構

成員は、連帯してその責を負うものとする。 

２ 委託業務の契約の相手方とならなかった設計共同企業体は、当該契約が締結された日

をもって解散されたものとみなす。 

 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めのない事項又はこの要綱により難い事項については、必要に応

じ、その都度定めるものとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は、令和６年１２月１日から施行する。 



別記  

様式第１号（第４条関係）  

 

 

     （委託業務名）      業務  

 

設 計 共 同 体 協 定 書 

 

（目的）  

第１条 当設計共同体は、山形市が発注する      （委託業務名）     業務

（当該業務内容の変更に伴う業務及び山形市が発注する業務に付帯する業務を含む。以

下「業務」という。）を共同連帯して行うことを目的とする。  

（名称）  

第２条 当設計共同体は、                      設計共同体

（以下「当共同体」という。）と称する。  

（事務所の所在地）  

第３条 当共同体は、事務所を      （代表者企業の所在地）      に置く。  

（成立の時期及び解散の時期）  

第４条 当共同体は、    年  月  日に成立し、業務の委託契約の履行後３か月

を経過するまでの間は解散することができない。  

２ 業務を受託することができなかったときは、当共同体は、前項の規定にかかわらず、

当該業務に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。  

（構成員の所在地及び名称）  

第５条 当共同体の構成員は、次のとおりとする。  

  所 在 地                                

  商号又は名称                                

  代 表 者 名                                

 

  所 在 地                                

  商号又は名称                                



  代 表 者 名                                

（代表者の名称）  

第６条 当共同体は、    （代表者企業の商号又は名称）     を代表者とする。  

（代表者の権限）  

第７条 当共同体の代表者は、業務の履行に関し、当共同体を代表して発注者、監督官庁

等と折衝する権限並びに自己の名義をもって委託料（前払金及び部分払金を含む。）の

請求、受領及び当共同体に属する財産を管理する権限を有するものとする。  

２ 当共同体の構成員は、成果物（契約書に規定する指定部分に係る成果物及び部分引渡

しに係る成果物を含む。）等について、契約日以降著作権法（昭和４５年法律第４８号）

第２章及び第３章に規定する著作者の権利が存続する間、当該権利に関し発注者と折衝

等を行う権限を、当共同体の代表者である企業に委任するものとする。なお、当共同体

の解散後、当共同体の代表者である企業が破産又は解散した場合においては、当該権利

に関し発注者と折衝等を行う権限を、当共同体の代表者である企業以外の構成員である

一の企業に対しその他の構成員である企業が委任するものとする。  

（分担業務等）  

第８条 各構成員が分担し、及び協力して履行する業務は、次のとおりとする。ただし、

業務の一部につき発注者と契約内容の変更増減があったときは、それに応じて変更があ

るものとする。  

 ⑴ 分担業務（各構成員が、分担して履行する業務をいう。以下同じ。）  

     （分担する業務名） 業務 （担当する企業の商号又は名称）  

     （分担する業務名） 業務 （担当する企業の商号又は名称）  

 ⑵ 協力業務（各構成員が、協力して履行する業務をいう。以下同じ。）  

     （協力する業務名） 業務  （商号又は名称） 、 （商号又は名称）  

２ 分担業務及び協力業務（以下「分担業務等」という。）の価額については、次条に規

定する運営委員会において別に定める。  

（運営委員会）  

第９条 当共同体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、業務の履行に当たるものと

する。  

（構成員の責任）  

第１０条 各構成員は、運営委員会が決定した工程表等によりそれぞれの分担業務等の進



捗を図り、委託契約の履行に関し連帯して責任を負うものとする。  

（取引金融機関）  

第１１条 当共同体の取引金融機関は、  （金融機関名）    （本・支店名）とし、

代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。  

（構成員の必要経費の分配）  

第１２条 構成員は、その分担業務等を行うため、運営委員会の定めるところにより必要

な経費の分配を受けるものとする。  

（共通費用の分担）  

第１３条 業務を行うにつき発生した共通の経費等については、運営委員会において各構

成員の分担額を決定するものとする。  

（構成員の相互間の責任の分担）  

第１４条 構成員がその分担業務等に関し、発注者及び第三者に与えた損害は、当該構成

員がこれを負担するものとする。  

２ 構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協

議するものとする。  

３ 前２項に規定する責任について協議が整わないときは、運営委員会の決定に従うもの

とする。  

４ 前３項の規定は、いかなる意味においても第１０条に規定する当共同体の責任を免れ

るものではない。  

（権利義務の譲渡の制限）  

第１５条 本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。  

（業務途中における構成員の脱退）  

第１６条 構成員は、当共同体が業務を完了する日までは脱退することはできない。  

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する処置）  

第１７条 構成員のうちいずれかが業務途中において破産し、又は解散した場合において

は、発注者の承認を得て、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務等を完了す

るものとする。ただし、残存構成員のみでは適正な履行の確保が困難なときは、残存構

成員全員及び発注者の承認を得て、新たな構成員を当共同体に加入させ、当該構成員を

加えた構成員が共同連帯して破産し、又は解散した構成員の分担業務等を完了するもの

とする。  



２ 前項の場合においては、第１４条第２項及び第３項の規定を準用する。  

（解散後の契約不適合責任）  

第１８条 当共同体が解散した後においても、引き渡した当該業務につき種類又は品質に

関して契約の内容に適合しないものがあった場合、各構成員は、共同連帯してその責を

負うものとする。  

（協定書に定めのない事項）  

第１９条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとす

る。  

 

 

  （代表者企業の商号又は名称） ほか 社は、上記のとおり    （委託業務名） 

     業務設計共同体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書 通を作成し、

それぞれに構成員が記名捺印し、各自１通を保有するとともに、１通を山形市長に提出す

るものとする。  

 

        年  月  日  

 

 

      所  在  地                        

      商号又は名称                        

      代 表 者 名                         印  

 

      所  在  地                        

      商号又は名称                        

      代 表 者 名                         印



様式第２号（第５条関係） 

 

       （委託業務名）      業務設計共同体協定書 

第８条第２項に基づく業務額について 

 

 山形市発注に係る      （委託業務名）       業務については、標記の協定書第

８条第２項の規定により、当設計共同体の構成員が分担し、及び協力して履行する業務に係る業務

額を次のとおり定める。 

 

記 

 

１ 分担業務の額（消費税分及び地方消費税分を含む。） 

     （分担する業務名） 業務 （担当する企業の商号又は名称）       円 

     （分担する業務名） 業務 （担当する企業の商号又は名称）       円 

 

２ 協力業務の額（消費税分及び地方消費税分を含む。） 

     （協力する業務名） 業務   （企業の商号又は名称）         円 

                    （企業の商号又は名称）         円 

 

 

  （代表者企業の商号又は名称） ほか 社は、上記のとおり分担し、及び協力して履行する業

務に係る業務額を定めたので、その証拠として本書 通を作成し、それぞれに構成員が記名捺印し、

各自１通を保有するとともに、１通を山形市長に提出するものとする。 

 

        年  月  日 

 

        所  在  地                        

        商号又は名称                        

        代 表 者 名                         印 

 

        所  在  地                        

        商号又は名称                        

        代 表 者 名                         印 

 

 

 

注１ 本書は、落札決定後、契約を締結するまでの間に提出すること。 

注２ 委託料全体に対する各構成員の業務の額（分担業務の額と協力業務の額の合計）の割合は、全ての構成員に

ついて２割を下回らないこと。



様式第３号（第８条関係）  

委  任  状 

 

    年  月  日  
 
（宛先）山形市長  
 
 
   設計共同体の名称                       設計共同体  
 

設計共同体  所 在 地                     
構 成 員   
       商号又は名称                     
 
       代 表 者 名                     

 
※ 押印を省略する場合のみ、以下の枠内を記載すること。代表者が

本件責任者を兼ねることは可能とする。また、本件責任者と担当
者が同一の場合は、担当者の氏名欄に「同上」と記載すること。  

 
 
 
 
 
 
 

 私は、下記の設計共同体の代表者を代理人と定め、当設計共同体が存続する間、山形市

との契約について、次の権限を委任します。  

 
 

委 任 事 項  
 
 １ 見積り及び入札に関すること。  
 
 ２ 契約締結に関すること。  
 
 ３ 保証金又は保証物の納付並びに還付請求及び領収に関すること。  
 
 ４ 支払金の請求及び領収に関すること。  
 
 ５ 支払期日の到来した利札の請求及び領収に関すること。  
 
 ６ 復代理人の選任に関すること。  
 
 

受 任 者 
設計共同体  所 在 地                     
代 表 者 
       商号又は名称                     
 
       代 表 者 名                     
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
注） 委任状の偽造又は偽造した委任状の行使をした者は、刑法第 159 条（私文書偽造等）又は同法

第 161 条（偽造私文書等行使）の規定により罰せられます。  

 部署名 氏名 連絡先（電話番号） 

本件責任者 
（本書類 発 行部 門 の責 任者 ） 

   

担当者 
（本書類 発 行部 門 の担 当者 ） 

   

 
 

受任者使用印鑑   
※見積書及び入札書へ

の押印を省略する場

合は、使用印鑑の届出

は不要  

 


